自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は、３月５日に厚生労働副大臣要請を実施

　自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は、３月６日開催の第８回総会・2010全国交流集会に先立つ３月５日16時から16時30分、別紙の要請書を提出し、厚生労働省要請行動を実施した。厚生労働省は細川律夫副大臣が対応し、自治労からは軍司副委員長、密田組織拡大局長（全国協議会事務局長）、金森全国協議会議長、ほか全国協議会の各幹事が臨んだ。

　はじめに、軍司副委員長から「臨時・非常勤等職員は、地方公務員関係諸法からも民間労働者に適用される労働諸法からも雇用や労働条件の保護が受けられない、まさに法の谷間におかれてきた。政権交代により、臨時・非常勤等職員の現場からの期待は大きい。今日は、全国からやってきた臨時・非常勤等職員の現場の思いを聞いていただき、対策を検討していただきたい」と挨拶した。

　続いて、金森議長から「私たちは、責任ある恒常的な仕事をしているにもかかわらず、任期があるために、生活設計ができない状態にある。年収ではその多くが200万未満である。若い人は結婚できないし、子をもつ親は高等教育を受けさせるのも困難である。是非、私たちが安心して働き続ける状況を作っていただきたい。そのためにも、①自治体の臨時・非常勤等職員の雇用の保護、②正規職員との均等待遇の適用の課題について、総務省と協議し、是非とも対策を講じていただきたい」と要請した。

　

　この後、細川副大臣との意見交換を行い、自治労側からは、

○自治体の正規職員は、国の政策によって減り続けてきたが、一方で仕事は減らすことができず、むしろ増えている。正規職員の減少分を臨時・非常勤等職員で補充してきている。

○臨時・非常勤等職員の多くは、正規職員と同様の働き方をし、責任を負った仕事をしている。

○自分の職場では、年収120万円で生活保護を受けている職員もいる。

○私たちの賃金は、人件費ではなく物件費として処理されており、人として見られていない。

○非正規労働者の増加による格差社会の拡大は国としても問題ではないか。

○正規、非正規にかかわらず均等待遇を実現するというマニュフェストにそって、是非、公務における均等待遇を実現していただきたい。

などと臨時・非常勤等職員の現状と課題、法制度改正の必要性を訴えた。

　これに対して、副大臣からは、全国協議会の幹事の思いを重く受け止めて、

○「官製ワーキングプア」との言葉もある。

○公務員の場合、パート労働法は適用除外になっているので、総務省に、私の方から言っておきたい。

○公務員制度改革の時期でもあり、担当の仙谷大臣にも話しておく。

などの発言を受けた。

自治労臨時・非常勤等職員全国協議会が、厚生労働省要請で政務三役を相手に要請を行ったのははじめてのことであり、時間の制約はあったものの臨時・非常勤等職員の雇用・労働条件についての現場の生の声や思い伝えることができた。引き続き、自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は、今回の細川副大臣との要請もステップに自治体臨時・非常勤等職員の法制度改革などの実現をめざし、自治労本部とともに厚生労働省、総務省対策を強めていくこととする。
